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 ■事業系廃棄物の適正区分 

    ・適正処理に向けた取組（H20.8～） 

  □「事業系ごみの分け方・出し方」の 

         市内約20万事業所への配付 

  □相談窓口開設、各局・区への説明会 等 

 ■「中身の見える袋」による 

     排出指定制度の導入（H20.1～） 

 ◆平成21年度から平成23年度までに重点的に実施した施策 
 

  ■資源集団回収活動の活性化 

   □奨励金の段階的引き上げ（H21.4～） 

   □各戸回収方式の全市拡大（H22.7～） 

  ■紙パック・乾電池等の拠点回収場所の拡大・情報提供（H21.4～） 

  ■排出事業者と協働した事業系廃棄物の適正区分・適正処理の推進（H21.4～） 

   □焼却工場における搬入物検査の強化 

   □搬入不適物排出事業者・搬入業者への個別指導・啓発の実施 

  ■ごみ減量・リサイクルの実践に向けた働きかけ（H21.4～） 

■ごみ処理量の推移と主な減量施策 

（単位：万トン） 
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 循環型社会の形成にあたって、大阪市の基本的な理念を定め、大阪市、市民、事業者の責務を明らかにし、 

施策の基本となる事項を定めました。  

 市民、事業者、大阪市がそれぞれの立場から、ごみの減量やリサイクル等を自主的、積極的に行い、また大 

阪市の施策に協力していただくことで、循環型社会を作り上げていくことをめざします。  

 また、循環資源の適正なリサイクル等を促進するため、循環的利用推進物について指定しました。 

   【循環的利用推進物】  

    ・アルミ缶、スチール缶  

    ・ペットボトル  

    ・資源化可能な古紙類（新聞紙、雑誌、段ボール、ＯＡ紙等）  

■平成24年度新規施策 

１．新たなごみ減量目標値の設定（４ページ参照） 

２．「大阪市循環型社会形成推進条例」の制定 ＜平成24年４月１日施行＞ 

３．ごみ処理手数料の改定 

 平成21年６月の審議会答申を踏まえたごみ処理手数料の改定に向けた検討を進め、平成24年４月から処分手 

数料を10㎏までごとに58円から90円とする等の改定を実施しました。 
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実施（予定）施策　　　注:［ ］内は開始年度

当面実施すべきごみ減量・リサイクル施策 ―

分別排出の徹底

ごみの分別に関する説明会等の継続実施
ごみゼロリーダーを中心とした「自主勉強会」の開催［H21～］
マタニティウェア等の申告制による戸別回収［H21～］
リサイクルマップの作成・掲載（ホームページ）［H21～］　など

紙ごみ対策
資源集団回収活動における奨励金の段階的引き上げ［H21～］
資源集団回収の「各戸回収方式」実施［H22～］
　※登録団体数：2,643団体　回収量：38,099トン（平成23年度実績）

焼却工場搬入の適正化
排出事業者と協働した事業系廃棄物の適正区分・適正処理の推進［H21～］
　○焼却工場における展開検査の強化等
　※検査台数：107,943台（平成23年度実績）

ごみ減量・リサイクルの実践に向けた働きかけ

ごみ減量市民フォーラム等の開催［H21～］
「レジ袋削減協定」の締結［H21～］
「事業者リサイクルコンテスト」の開催・取組の情報提供［H21～］
ごみ減量特設ホームページの開設［H21～］　など

中・長期的な視点に立ったごみ減量・リサイクル施策 ―

中・長期的に実施・検討すべき施策 ―

資源化可能物（紙ごみ等）の搬入禁止　等
資源化可能な古紙・古布(衣類)の分別収集［平成25年２月から段階実施］
資源化可能な紙類の焼却工場への搬入禁止［平成25年10月から実施]
　※12ページ参照

ごみ処理手数料のあり方の検討 ―

ごみ処理手数料の改定　等
ごみ処理手数料の改定［平成24年４月から実施］
　○ごみ処理手数料　240円/10㎏　⇒　270円/10㎏
　○ごみ処分手数料　 58円/10㎏　⇒　 90円/10㎏

審議会答申

■審議会答申（平成21年６月）と実施（予定）施策 
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新たなごみ減量目標について 

平成３年度ごみ処理量 ２１７万トン 《ごみ処理量のピーク》 

家庭系ごみ 
 □資源ごみ・容器包装プラスチック分別収集 
 □粗大ごみ収集の有料化 
 □中身の見えるごみ袋の導入    等 

事業系ごみ 
 □大規模建築物に対する減量指導 
 □ごみ処理手数料の見直し 
 □焼却工場における搬入物の検査指導の強化  等 

平成22年度ごみ処理量 １１５万トン 《ピーク時からほぼ半減》 

平成27年度110万トンを前倒しで達成見込み 

□これまでの取組を継続 
  （分別排出の徹底など普及啓発の強化 他） 
 

□ごみ処理手数料の改定 
 

□古紙類の分別収集 
 

□資源化可能な紙類の焼却工場への搬入禁止 
  （検査･指導強化含む） 
 
□家庭系ごみの有料化 
 

□将来的な人口の減少に伴うごみ量の減少 
 

□焼却工場に搬入する際のごみ処理手数料の改定 等 

平成27年度ごみ処理量 
１００万トン以下 

将来的な減量目標 
ごみ処理量  ９０万トン 
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今後のごみ減量施策

平成22年度
実績

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 将来

分別排出の徹底に向けた取組（普及啓発・指導強化） ―

資源集団回収活動の活性化 ―

紙パック・乾電池等の拠点回収の推進等 ―

小物金属類の分別収集 ―

― ―

― ―

特定建築物の減量指導 ―

家
庭
系
ご
み

既存施策
【▲2万トン】

古紙類の分別収集　【▲3万トン】

古布類の分別収集　【▲1万トン】

指導強化継続して実施

順次拡大予定

活動の活性化

分別収集
（検討）

継続して実施

継続して実施

分別収集
（検討）

試行実施

※施策の減量効果は試算

事業系廃棄物の適正区分・適正処理の推進等 ―

事業系生ごみのリサイクル ―

手数料改定（58円⇒90円） ― ―

― ― ―

▲ 2万トン

▲ 3万トン

▲ 4万トン

上記減量施策を踏まえたごみ処理量の推移 115万ﾄﾝ ― ― ― ― 98万ﾄﾝ 90万ﾄﾝ以下

人口減に伴うごみ量の減

ごみ処理手数料（工場搬入）値上げ

家庭系ごみの有料化

事
業
系
ご
み

既存施策
【▲4万トン】

紙ごみの減量（資源化可能な紙類の搬入禁止：検査･指導強化含む）【▲7万トン】

条例施行し改定

搬入禁止（検討）

継続して実施

継続して実施
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プラスチック類
16.17%

厨芥類
32.41%

その他
12.32%

厨芥類
26.26%

その他
11.71%

※家庭系ごみ量＝普通ごみ・資源ごみ・容器包装プラスチック収集量の合計

家庭系ごみ量 平成22年度実績：44.3万トン 事業系ごみ量（特定建築物等除く） 平成22年度実績：38.9万トン
※事業系ごみ量＝許可業者収集量等から特定建築物等のごみ量を除いたもの（特定建築物は減量指導等により資源化が進んでいるため）

31.0 
38.9 

中小
事業所

特定建築物等

万トン

ごみ組成ごみ量

万トン

紙類
41.74%

紙類
28.47%

ごみ組成率（家庭系ごみ・事業系ごみ）

繊維類
5.54%

ガラス類
5.10%

プラスチック類
14.37%

ガラス類
1.51%

金属類
4.41%

分別収集（80%） 約4.1万トン

組成率 ⇒ 11.58%
組成量 ⇒ 5.1万トン

※資源化可能な紙類
新聞紙、折り込み広告、書籍類、ＰＲ誌、紙パック、段ボール

組成率 ⇒ 21.40%
組成量 ⇒ 8.3万トン

※資源化可能な紙類
新聞紙、折り込み広告、書籍･雑誌類、紙パック・段ボール、ＯＡ用紙等

焼却工場への搬入禁止（80%）

約6.7万トン
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ごみ分別状況

分　別 品　　目 分　別 品　　目 分　別 品　　目

缶 かん
びん びん

ペットボトル ペットボトル
金属製生活用品

拠点回収 紙パック 紙パック

横浜市 大阪市

缶･びん･
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ 資源ごみ

小さな金属類

スプレー缶 小物金属類
粗大ごみ 粗大ごみ

燃やすごみ
普通ごみ

燃えないごみ

名古屋市

可燃ごみ
不燃ごみ

プラスチック製容器包装 容器包装プラスチック
古布

プラスチック製容器包装
紙製容器包装

発火性危険物（ｽﾌﾟﾚｰ缶等）
粗大ごみ
空き缶

空きびん
ペットボトル

拠点回収 紙パック 紙パック
紙パック 乾電池
新聞 蛍光灯

雑誌･その他の紙 水銀体温計
段ボール マタニティウェア等

※1.小物金属類は、平成23年10月から一部地域でテスト実施
※2.古紙類については、現在のところ「資源集団回収活動の活性化」により、
　　  対応することとしている
※3.「８分別15品目」は平成23年10月現在の分別状況に「古布」「古紙」
　　　を追加したもの

拠点回収

※1.分別収集品目と重複する拠点回収品目（古紙類等）は除く
※2.平成23年10月現在の分別状況

乾電池

古布

古紙

古　　　　　紙
古　　　　　布

※1.拠点回収のペットボトルは除く
※2.平成23年10月現在の分別状況
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各将来推計人口等と各ごみ処理量の推移
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森之宮工場の建替え計画について（ごみ焼却工場の整備・配置計画の再検討） 

 

【 広域化の目的（効率的なごみ処理） 】 

・ごみ焼却工場の配置・運営面における効率性 

・一定のスケールメリットを生かしたごみ発電 

・ごみ焼却工場の建設・運営に関する専門的知識を有する人材育成及び経

験の共有化 など 

 

【 広域化の方向性 】 

○大阪府の策定した広域化計画に沿った、ブロック単位（大阪ブロック＝

大阪市、松原市、八尾市）でのごみ処理体制を構築する。 

 

○その後、ブロック間における連携を目指していくことで、広域化による

メリットを互いに享受する。 

 

○その際、大阪ブロックが、他都市における処理体制の構築に指導的な役

割を果たすことが必要。 

 

○広域化に伴い、各都市が運営への参画等、ごみの処理の負担と責任を、

公平に負うといった体制を構築していくことが重要。 

なお、他都市ごみを引き受けることについてごみ焼却工場周辺住民に対する十分 

な説明が必要 

 

【 大都市制度改革に向けた市政方針 】 

「新しい地方自治の仕組みを構築し、大阪の統治機構を根本から変える」 

 

 

施策・事業を広域（都）と基礎自治体（特別区）とに役割分担 

① ごみ処理の広域化について 

ごみの中間処理についても広範囲で実施 

② 新たなごみ減量目標値ついて 

 

【 平成 22年度ごみ処理量 】 

○１１５万トン  

・ピーク時からほぼ半減    

・平成 27年度 110万トンを前倒しで達成見込み  

 

【 平成 27年度ごみ処理量 】 

 ○１００万トン以下 

・これまでの取組を継続 （分別排出の徹底など普及啓発の強化 他） 

・ごみ処理手数料の改定 

・古紙類の分別収集  

・資源化可能な紙類のごみ焼却工場への搬入禁止（検査・指導強化含む） 等  

 

【 将来的な減量目標 】 

 ○９０万トン 

・将来的な人口の減少に伴うごみ量の減少  

・家庭系ごみの有料化  

・ごみ焼却工場に搬入する際のごみ処理手数料の改定 等  

 

 

再検討にあたっての前提条件 
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■ 資源化可能な紙ごみ等の減量・リサイクルの取組 

資源化可能な古紙・古布（衣類）の分別収集 

資源化可能な紙類の焼却工場への搬入禁止 

家庭から排出される資源化可能な古紙・古布（衣類）の分別収集を実施します 

≪対象品目≫ 
 

  新聞・段ボール・紙パック・雑誌・その他の紙・衣類 

≪実施時期≫ 
 

  平成25年２月から 北区・都島区・中央区・浪速区・東成区・生野区 で実施 
   

  平成25年10月から 全区 で実施 

事業所から排出される資源化可能な紙類の焼却工場への搬入禁止を実施します 

≪対象品目≫ 
 

  新聞・段ボール・紙パック・雑誌・ＯＡ紙・シュレッダー紙・その他の紙 
  ※機密書類含む 

≪実施時期≫ 
 

  平成25年10月から 

 これまで、大阪市における紙ごみの減量に関しては、家庭系ごみは資源集団回収の活性化、事業系ごみは
大規模建築物の減量指導を中心に取組を進めてきました。しかし、今後のさらなるごみ減量・リサイクルの
推進に向け、新たな紙ごみ対策等を実施します。 
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民

間
化
 

■
「

広
域
化

に
よ
る
さ
ら
な
る
効
率
化
」
の
観
点

か
ら
「
ご

み
焼

却
処

理
事
業

」
の
広
域

化
・

民
間

活
用

 
  

   
      

    
   

 
     

 
   

 
    

 
                                         

な
ど
 

 
 ➣

➣
➣

 運
営
形
態
の
抜
本
的
改
革
に
よ
り
一

層
の
コ
ス

ト
削

減
を

図
る
 

■
ご

み
を
適

正
に
処
分
す
る
た
め
の
安
全
か
つ
安
定

し
た
処

理
処

分
体

制
の
維

持
 

■
６

工
場
稼

働
体
制
へ
の
移
行

 

■
廃

棄
物
処

理
事
業
に
お
け
る
環
境
負
荷
の
低
減
 

■
焼

却
余
熱

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
有
効
利
用
 
な
ど
 

将
来
的
な
目
標
 

（
平
成

3
7年

度
を
目
途
）
 
：
  

 
 
 
  
 
  
 
 万

ト
ン
 

〔
現
行
計
画
目
標
：
1
1
0
万
ト
ン
か
ら

 ▲
1
0
万
ト
ン
〕 

※
今

後
、
計
画
案
を
と
り
ま
と
め
、
本
年

12月
頃

の
計
画
改

定
を

予
定

し
て
い

る
。
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